
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































個 人 研 究
10）　山本「読売争議』124頁以下参照。
11）　『資料労働運動史』昭和20～21年，294頁参
　照。
12）　いわゆるドッジ・ライン（経済安定九原則）
　は，アメリカ政府から総司令部に対する指令と
　いう，従来の方式とは異なった強いかたちで実
　施された。通産大臣官房調査課『戦後経済十年
　史』商工会館出版部，1954年，58頁参照。
13）　日立製作所1950年争議。日立製作所日立工場
　労組r日立労働運動史』1964年，360頁参照。
14）　日経連「労働協約基準案」は『資料労働運動
　史』昭和27年版，885頁以下，r資料戦後20年史，
　労働』223頁以下に収録されている。
15）大原社会問題研究所『日本労働年鑑」27集
　363頁参照。
16）　Cf．　R．　Dore，　British　Factory－Japanese　Fac－
　tory，　California　U．　P．，1973，　p．　364f．
　　（本稿は，明治大学社会科学研究所研究費によ
　る研究として長洲一二編著「現代資本主義と多
　元社会」（日本評論社）に発表したものの一部
　である）。
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